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平成２８年１２月２２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２７年（行ウ）第６号 求償権行使懈怠違法確認等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２８年１０月２０日 

判 決 

主 文 

１ 被告が，参加人ａに対して有する求償権１００万円及びこれに対する

平成２５年５月２日から支払済みまで年５分の割合による金員の請求を

怠ることが違法であることを確認する。 

２ 被告は，参加人ａに対し，１００万円及びこれに対する平成２５年５

月２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払うよう請求せよ。 

３ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

４ 訴訟費用（補助参加によって生じた費用を除く。）は，これを２分し，

その１を原告らの負担とし，その余を被告の負担とし，補助参加によっ

て生じた費用は，参加人ａの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

１ 被告が，参加人ａ及びｂ（以下「ｂ」という。）に対して有する求償金２７５

５万６５１９円及びこれに対する平成２５年５月２日から支払済みまで年５

分の割合による金員の請求を怠ることが違法であることを確認する。 

２ 被告は，参加人ａ及びｂに対し，２７５５万６５１９円及びこれに対する平

成２５年５月２日から支払済みまで年５分の割合による金員を連帯して支払

うよう請求せよ。 

３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

原告らの子であるｃ（以下「ｃ」という。）は，大分県立竹田高校（以下「竹
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田高校」という。）剣道部に所属する２年生の生徒であり，いずれも同校の教員

である参加人ａ及びｂ（以下「参加人ａら」ということがある。）の指導監督の

下に，平成２１年８月２２日（以下「本件当日」ということがある。），同校の

剣道場で練習をしていたところ，熱射病を発症して倒れ，豊後大野市が設置す

る公立おがた総合病院（現在の豊後大野市民病院。以下「おがた病院」という。）

に搬送され，同病院の医師による手当を受けたが，同日，死亡した（以下「本

件事故」という。）。 

原告らは，本件事故につき，参加人ａらは，ｃが熱射病を発症したにもかか

わらず，直ちに練習を中止し，医療施設に搬送するなどの適切な処置を怠った

過失があり，また，おがた病院の医師には適切な医療行為を尽くさなかった過

失があり，これらの過失によってｃが死亡するに至ったなどと主張して，大分

県（以下「県」という。）や豊後大野市らに対して，それぞれ連帯して損害賠償

金を支払うよう求めたところ，大分地方裁判所は，平成２５年３月２１日，原

告らの県及び豊後大野市に対する請求につき，各原告につき２３２８万００１

３円（合計４６５６万００２６円）及びこれに対する本件当日である平成２１

年８月２２日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の

限度で認容し，その余の請求をいずれも棄却する判決をした（平成２２年（ワ）

第２２２号。以下「前訴」という。なお，前訴と共通の書証は「甲前」ないし

「乙前」号証などとして提出されている。）。その後，県及び豊後大野市に対す

る請求については，控訴されずに確定したので，県は，豊後大野市との間で前

記認容額（遅延損害金を含む。）を折半して負担する旨合意し，これに基づき，

原告らに対し，平成２５年５月１日，２７５５万６５１９円を供託した。 

本件は，原告らが，県の住民として，参加人ａらには，本件事故につき重大

な過失があり，被告は，参加人ａらに対し，国家賠償法１条２項により，前記

供託金２７５５万６５１９円及びこれに対する求償権発生の日の翌日である

平成２５年５月２日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損
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害金に係る求償権を取得したにもかかわらず，被告がその行使を違法に怠って

いるなどと主張して，地方自治法２４２条の２第１項３号及び４号に基づき，

前記第１記載のとおり，被告が，参加人ａらに対し，その求償権の行使を怠る

事実が違法であることの確認を求めるとともに，参加人ａらに対し，その支払

を請求することを求める住民訴訟である。なお，原告らは，参加人ａ及びｂの

県に対する求償債務は，それぞれが全額について支払義務を負うという不真正

連帯債務であり，分割債務ではない旨主張している。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨に

より容易に認定できる事実） 

 ⑴ 当事者 

  ア 原告ら 

    原告らは，いずれも肩書住所地に居住する県の住民であり，ｃの両親で

ある。 

  イ ｃ 

    ｃは，平成４年５月２７日生まれの原告らの子であり，本件当時，竹田

高校の２年生で，剣道部に所属し，平成２１年６月から主将を務めていた

が，同年８月２２日，本件事故により死亡した。本件当時，ｃは，剣道の

段位３段を取得していた。なお，ｃの弟であるｄ（以下「ｄ」という。）

も剣道部に所属していた。 

  ウ 被告 

    被告は，県の執行機関としての知事である。 

  エ 怠る事実に係る相手方 

    参加人ａ 

     参加人ａは，平成２１年４月に竹田高校に赴任した保健体育科の教員

（地方公務員）である。参加人ａは，本件事故当時，剣道部の顧問を務

めており，また，剣道の段位７段を有していた。 
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    ｂ 

     ｂは，平成１３年４月に竹田高校に赴任した理科の教員（地方公務員）

である。ｂは，本件事故当時，剣道部の副顧問であり，また，剣道の段

位５段を有していた。 

   なお，本件事故を受け，県教育委員会は，平成２１年１２月２８日，

参加人ａについて停職６月，ｂについて停職２月とする処分を行うこと

を決議している（甲前１３，乙５・６７頁，弁論の全趣旨）。 

 ⑵ 本件事故の発生 

ｃは，本件当日，竹田高校剣道場（以下「剣道場」という。）において，

参加人ａらの立会いのもとで，部活動である剣道の練習をしていたところ，

熱射病で倒れるに至った。その後，ｃは，救急車でおがた病院に搬送され，

同病院医師であるｅ（以下「ｅ医師」という。）による医療行為を受けたが，

同日午後６時５０分頃，死亡した（甲１，乙前ＤＡ２，弁論の全趣旨）。 

同月２３日，病理解剖がなされ，ｃの死亡原因は熱射病とされた（乙前Ｄ

Ａ２）。 

⑶ 前訴の経過（甲１） 

ア 原告らは，平成２２年３月２日，県及び豊後大野市らに対し，前訴を提

起した。 

イ 平成２５年３月２１日，大分地方裁判所は，要旨，以下のとおり判示し

て，本件事故につき，県は国家賠償法１条１項に基づく損害賠償責任を負

い，豊後大野市は民法７１５条１項本文に基づく損害賠償責任を負い，県

及び豊後大野市は共同不法行為として連帯責任を負うとして，県及び豊後

大野市に対しては，原告らに対し連帯して，それぞれ２３２８万００１３

円及びこれに対する本件事故日である平成２１年８月２２日から支払済み

まで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で原告

らの請求を認容し，その余の請求を棄却した。 
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すなわち，本件当日，ｃは，練習中に竹刀を落としたのにそれに気が付

かず竹刀を構える仕草を続けるという行動を取ったのであるから，参加人

ａらは，遅くともその行動を認識した時点において，ｃが異常な行動を取

っていること，さらにはｃが熱射病を発症したことについて容易に認識し

得たというというべきであるとし，この時点で，直ちに練習を中止させ，

救急車の出動を要請するなどして医療機関へ搬送し，それまでの応急措置

として適切な冷却措置を取るべき注意義務があったにもかかわらず，参加

人ａにおいては，ｃに意識障害が生じた後も，打ち込み稽古を続けさせ，

その後にｃがふらふらと歩いて壁に額を打ち付けて倒れた際にも，それが

ｃによる「演技」であるとして何らの措置をも取らず，救急車の出動を要

請するなどして直ちに医療機関へ搬送する措置を怠った点において過失が

あり，また，ｂにおいても，ｃに熱射病の兆候である意識障害を窺わせる

異常行動が認められた際に，練習を継続する参加人ａを制止するなどして

直ちに練習を中止し，救急車の出動を要請するなど適切な処置を取るべき

注意義務があったにもかかわらず，ｂは，参加人ａが練習を継続するのを

制止するなどの措置を何ら取っておらず，かつ，ｃが倒れるに至っても，

直ちに救急車の出動を要請するなどの措置を取っていない点において過失

があり，さらに，ｅ医師については，ｃがおがた病院に搬入された後直ち

に適切な冷却措置を実施しなかった過失があるとし，その上で，参加人ａ

らの各過失行為とｅ医師の過失行為とのいずれもが，ｃの死亡という不可

分の一個の結果を招来し，この結果についてそれぞれ因果関係を有する関

係にあるとして共同不法行為に当たるから，県及び豊後大野市は，原告ら

との関係において，損害の全額について連帯して責任を負うとした。 

ウ 同判決後，原告らの県及び豊後大野市に対する請求は，当事者双方とも

控訴しなかったことから，確定した（甲２，乙１，当裁判所に顕著な事実）。 

⑷ 県による損害賠償金の供託（甲２） 
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ア 県及び豊後大野市は，平成２５年４月１６日，「損害賠償金の支払に関

する確認書」を作成し，遅延損害金を含めた上記損害賠償金を県と豊後大

野市が折半して弁済する旨合意した。 

ところが，原告らから損害賠償金の受領を拒否する旨の返答があったた

め，県は，同年５月１日，原告らを被供託者として，２７５５万６５１９

円を供託した（以下「本件供託」という。）。 

 イ 都道府県立学校管理者賠償責任保険（以下「学校管理者保険」という。）

は，都道府県立学校の施設整備の不備又は管理上の瑕疵による事故及び教

育活動実施中の事故等に起因する損害賠償金等の財政負担を填補し，速や

かに被害者の救済を図ることを目的とした保険であるところ，県は，平成

２１年４月１日午後４時から平成２２年４月１日午後４時までを保険期

間とする施設賠償責任保険等に加入していた（以下「本件保険」という。）。

本件保険の填補限度額は，１名につき３０００万円であり，免責金額は，

１事故につき２００万円であった。 

  県は，本件供託後の平成２５年５月２２日，本件保険の幹事会社である

東京海上日動火災保険株式会社に対し，本件保険に係る保険金の支払を請

求し，同年６月１１日，本件供託に係る金員から免責金額である２００万

円を控除した２５５５万６５１９円を収納した（以下，この収納に係る保

険金を「本件保険金」という。）。 

⑸ 本件訴訟に至るまでの経緯 

ア 原告らは，県の住民として，平成２７年９月９日，県が国家賠償法１条

２項に基づき，参加人ａらに対して，本件供託金相当額の求償権を取得し

たのに，その行使を怠っているのは違法であるなどとして，県監査委員に

対して，同人らに対する求償権を行使し，本件供託金相当額の支払を求め

る措置を講じるよう勧告することを求める住民監査請求を行った。 

同委員は，同年１１月５日，参加人ａらには重大な過失があったとまで



 7

は認められず，県に参加人ａらに対する求償権が認められない以上，その

行使を怠る事実も存在しないとして，これを棄却する旨の決定をし，同月

６日，原告らに通知した（甲２，弁論の全趣旨）。 

  イ 原告らは，同年１２月４日，当裁判所に本件訴訟を提起したところ，被

告は，地方自治法２４２条の２第７項に基づき，怠る事実の相手方とされ

た参加人ａらに対し，平成２８年１月２７日付けで，訴訟告知書を提出し

た。参加人ａは，同年７月２８日，当裁判所に対し，被告を補助するため

補助参加の申出をした。 

３ 主な争点 

 ⑴ 参加人ａらにｃの死亡に対する重過失があったか 

 ⑵ 本件保険金の充当による求償権の有無ないし範囲 

 ⑶ 求償権の信義則による制限の可否 

 ⑷ 怠る事実の違法性の有無 

４ 争点に対する当事者の主張 

  ⑴ 争点⑴（参加人ａらにｃの死亡に対する重過失があったか）について 

  （原告らの主張） 

   ア 国家賠償法１条２項に基づく求償権の要件としての重過失とは，当該公

務員が自らの職務上の立場において負うべき注意義務の内容・範囲に照ら

して，その注意を甚だしく欠いていたか，わずかな注意をすれば有害な結

果の発生を容易に予見することが可能であったか，の２つの観点から判断

されるべきである。 

   イ  参加人ａらは，部活動中に熱射病（重度の熱中症）を発症したｃに対

し，部活動指導者として求められる，直ちに練習を中止させ，救急車の

出動を要請するなどして医療機関へ搬送し，それまでの応急措置として

適切な冷却措置を取るべき注意義務があったにもかかわらず，これを怠

り，直ちに救急車の出動要請を行うことなく，ｃに意識障害が生じた後
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も打ち込み稽古を続けさせようとした。 

それに加え，参加人ａにおいては，意識障害の生じているｃに足蹴り

を加え，その後にｃがふらふらと歩いて壁に額を打ち付けて倒れた際に

も，それがｃによる演技であるとして何らの措置を取らずに「演技をす

るな。」，「目を開けんか。」などと言いながら，１０回程度，ｃの頬に平

手打ちをするなど，単に必要な措置を取らなかったにとどまらず，むし

ろ不適切な行為までをも行い，ｂはそれを制止しなかった。 

このような参加人ａらの行為は，熱中症を発症した部員に対して部活

動指導者として求められる注意を単に欠いていたにとどまらず，甚だし

く欠いていたといえる。 

     また，参加人ａらは，竹田高校において本件事故以前の職員朝礼の際

に配布された「熱中症対策（部活生指導）」と題する資料（甲前１１の２）

の内容を当然理解していたこと，その上で，本件当日の練習中，遅くと

もｃが竹刀を落としたにもかかわらずこれに気付かず竹刀を構える仕草

を続けるという行動をとった時点においては，ｃが異常な行動をとって

いることは，何ら認識困難ではなく，むしろ，わずかな注意を払いさえ

すれば異常行動であることを容易に認識し得たといえ，また，剣道場内

の温度，それまでのｃの運動量，練習が１時間以上に及んでいたことな

ども踏まえれば，ｃが熱射病を発症したことについてもわずかな注意に

よって容易に認識し得たといえる。 

     以上のような点を踏まえれば，参加人ａらには重過失があるというべ

きである。 

  （被告の主張） 

    否認ないし争う。 

ア 参加人ａらは，ｃが，壁に額を打ち付けて倒れるなどして長座姿勢で座

った後，応急処置として，保冷剤でｃの額，頸部，脇の下，腿の付け根を
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冷やすとともに，大型扇風機をｃに近づけ，風を当てるなどの冷却措置を

取るなどした上，水分補給が困難と判断するや即座に救急車を要請してい

る。このような措置は，熱中症の応急措置のうち「熱疲労」ないし「熱中

症Ⅱ度」に相当する措置，及び救急車到着までの間の冷却措置として，標

準的な応急措置である。このように身体の冷却措置や救急車の出動要請な

どの救命措置を取っており，このような対応は、学校教育現場における一

般的な部活動を指導する教諭が，その職務上の立場において負う注意義務

の内容に照らし，極めて一般的な対応であり，その注意を甚だしく欠いて

いたということはできない。 

     また，当時のｃの具体的状況を前提とした場合に，参加人ａらがわずか

な注意をすれば容易にｃの死亡という結果発生を認識できたとはいえない。 

これらのことは，専門家であるｅ医師ですら，ｃの状態を確認した際，

緊急性のあるものと考えずに，病院搬送後，速やかに熱射病の治療を開始

しなかった点をみても明らかである。 

   イ また，求償関係における公務員の重過失は，内部的なものであり，被害

者に対する関係のものとは必ずしも同一ではないから，予見可能性の対象

や相当因果関係の判断の対象が異なり，当該公務員の個別の行為を基準と

した上で，その後の過失行為と，それによる拡大損害の発生について，公

務員に予見可能性があったかどうか，また，当該公務員の行為と結果との

間に相当因果関係があるかどうかが個別に判断されなければならない。本

件では，参加人ａらの行為が，ｃの死亡という結果発生に直接結びついて

いるのではなく，ｅ医師の医療上の過失という新たな過失行為が介在する

ことにより，それまでは存在していたｃの救命可能性が失われ，これが直

接的な原因となり，ｃの死亡という結果が発生しているところ，参加人ａ

らの個別の行為により，その後，医療機関で適切な医療行為がなされない

という医療上の過失行為が競合して，それによってｃの救命可能性が失わ
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れて，熱射病で死亡するという結果について，容易に予見することができ

たとはいえないし，また，参加人ａらの行為とｃの死亡という結果発生の

間に因果関係は認められない。 

ウ 以上のとおり，参加人ａらには重過失はない。 

  ⑵ 争点⑵（本件保険金の充当による求償権の有無ないし範囲）について 

   （被告の主張）    

ア 財務会計上の行為によって地方公共団体に損害が生じた場合でも，当該

行為の結果，その地方公共団体が利益を得たり，支出を免れることによっ

て利得をしている場合には，両者の間には相当因果関係がある限り損益相

殺の対象となるところ，県は，本件事故当時加入していた本件保険により

本件保険金の支払を受けており，これは，県が負担する損害賠償債務と相

当因果関係を有する利益として損益相殺の対象となる。そうすると，本件

供託に伴う県の実質的負担額は，本件供託金から本件保険金を控除した２

００万円にとどまり，仮に，県の参加人ａらに対する求償権があるとして

も，その求償権の上限は２００万円となる。 

イ 加えて，本件において，ｃの死亡結果は，参加人ａら及びｅ医師の共同

不法行為によって発生しているところ，共同不法行為者の一方である参加

人ａらが，自身の使用者である県から求償される場合も，あくまで参加人

ａらの負担割合の範囲内において求償義務を負担することになるところ，

その負担割合については，原因力・違法性の大小及び共同の態様を考慮し

て決定すべきである。そして，ｃの死亡という結果発生に与えた原因力等

からすれば，その直接的・重大な原因を与えたのは，ｅ医師による医療上

の過失行為であり，その負担割合が参加人ａらの負担割合を大きく上回る

ことは明らかである。このような参加人ａらの本来的な負担割合は，県が

受け取った本件保険金額の賠償金全体に対する割合（約４６．４％）を超

えることはないというべきである。そうすると，本件保険金が参加人ａら
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の本来的な負担部分から充当されることになれば，参加人ａらの本来的な

負担部分に対応する額は全て填補されたことになる。 

そこで，本件保険金を本件供託金のどの部分から充当するか（参加人ａ

らの本来的な負担部分から充当するか，それ以外の部分から充当するか）

が問題となるところ，県に固有の過失が存在しないにしても，本件事故が

教育活動の一環として行われたことなど争点⑶（被告の主張）で述べる事

情を踏まえれば，県においても本件事故による損害について一定の負担を

するのが相当であるから，本件保険金を参加人ａらの本来的な負担部分か

ら優先的に充当し，本件保険金による填補後に残存する２００万円の限度

で県が負担するとすることも，財産管理に関する行政裁量の範囲内として

許容されるべきである。なお，本件保険金による填補後に残存する２００

万円という金額は，総損害額（遅延損害金を含め５５１１万３０３８円）

に比較しても，県の実質的負担額として妥当と判断される。 

したがって，本件保険金を参加人ａらの本来的な負担部分に優先的に充

当したことにより，参加人ａらの本来的な負担部分に対応する額は全て填

補されたことになるから，県の参加人ａらに対する求償権は存在しないと

いうべきである。 

   （原告らの主張） 

否認ないし争う。 

本件事故については，被告も主張するように，県に固有の過失が認めら

れる事情はなく，本件供託金につき県が負担すべき部分は存在しないから，

保険金の充当において県の負担部分は想定し得ない。また，仮に，県に負

担部分があるとした場合であっても，本件保険は県が加入し，保険料を支

払っていた学校管理者保険であることからすれば，その保険金は，県の負

担部分について優先的に充当されなければならない。被告の主張するよう

な，参加人ａらの負担部分に優先的に充当し，その結果として県の負担部
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分を保険によって填補されないまま残存させるという取扱い（行政裁量）

は，参加人ａらのために保険金を「流用」することと何ら差異なく，地方

公共団体の財産管理上何ら正当化されない。そうすると，被告の主張する

ような参加人ａらの負担部分から優先的に充当されるという前提自体が全

く根拠のないものというべきである。 

また，ｅ医師の負担割合が参加人ａらの負担割合を大きく上回っている

との主張は，県が，本件事故につき，前訴判決を踏まえ，豊後大野市との

間でその認容金額を折半して負担することで合意して本件供託をしている

ことと整合しない。 

⑶ 争点⑶（求償権の信義則による制限の可否）について 

（被告の主張） 

仮に，本件保険金による充当後において，なお県が参加人ａらに求償でき

る部分が存在するとしても，本件においては，損害の公平な分担という見地

から，信義則上相当と認められる限度に制限されるべきものである。すなわ

ち，部活動は，学校の教育計画に基づいて行われる教員の本務としての活動

と位置づけられる一方で，その指導が正規の勤務時間外に行われる実態があ

るにもかかわらず，その対価として僅少な教員特殊業務手当（部活手当）が

支給されるにすぎないなど，教員の熱意や献身的な努力によって支えられる

ボランタリーな性格を有しているものである。にもかかわらず，懸命に指導

に当たる教員に重過失が認められた場合，直ちに求償されるようなことがあ

れば，教員による部活動を通した教育活動を委縮させるおそれが高く，部活

動自体が維持できなくなり，教育活動に弊害が生じ得る。加えて，参加人ａ

は，剣道場の大型扇風機１台及び１０ℓ入りタンクを自費で提供し，また，窓

の開放ができるよう学校に網戸設置を依頼するなど練習環境の整備を行って

いた。以上の事情からすれば，県の参加人ａらに対する求償権があるとして

も，信義則上相当程度に制限されるべきである。 



 13

  （原告らの主張） 

    否認ないし争う。   

本件は，県の組織的関与や監督の下に生じたものではなく，県の負担を考

慮する必要性はないというほかない上に，そもそも，本件事故が，部活動指

導者の多忙や疲労等を原因として監督懈怠の結果生じた偶発的なものではな

く，体罰をも交えた過酷な部活動指導の末に生じたものであり，部活動の指

導の範疇を大きく外れた極めて異常な行為によって発生したものである以上，

求償権行使を制限することは妥当ではなく，県は参加人ａらに対し，その全

額について求償することができるというべきである。    

  ⑷ 争点⑷（怠る事実の違法性の有無）について 

  （原告らの主張） 

地方公共団体は，客観的に存在する債権を理由もなく放置したり免除した

りすることは許されず，原則として，地方公共団体の長にその行使又は不行

使についての裁量はない。 

本件は，既に前訴において県が負担することが確定した損害賠償金の履行

に伴う求償が問題となる事案であり，重過失の判断以外は全て前訴の判決に

おいて明示されているところ，県は前訴の訴訟資料を全て保有している上，

前訴の判決においても重過失の存在を示唆する表現が用いられている。また，

本件において，求償権不行使を是認する法律上の根拠はなく，参加人ａらに

対して求償するに当たり多大なコストを要するというような事情もなければ，

県が求償権行使を差し控えておくことが原告らと参加人ａらの間での本件の

抜本的解決につながるといった事情も存在しない。このように被告による参

加人ａらに対する求償権の不行使が例外的に許容されるような事情はないか

ら，被告において，その求償権行使を違法に怠っている事実があるといえる。 

（被告の主張） 

 否認ないし争う。 
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 債権の行使に違法な怠る事実があると判断されるかについては，訴訟とな

った場合の訴訟行為の難易度，経済的負担の多寡，法的措置を取るべき必要

性・緊急性，公益上の必要性，相手方の資力等の諸般の事情を総合的に判断

し，地方公共団体の長がその行使を見合わせることとした判断に合理性があ

る場合には，違法な怠る事実があるとはいえないと解すべきである。 

本件においては，上記のとおり，求償権を行使する前提となる重過失の有

無のほか，仮に重過失が認められたとして，どの程度の求償が可能かの判断

が困難であって，求償すべき額も一義的に明らかではなく，最高裁判例を前

提としても，直ちに債権の行使を違法に怠っていると判断することはできな

い。そして，被告は，本件において，参加人ａらの行為とｃの死亡という結

果発生についての予見可能性や因果関係を検討した上で，その点について参

加人ａらに重過失があったと認めることはできないとして，求償権の行使は

できないと判断したものであり，このような判断には合理性が認められる。

また，被告は，仮に参加人ａらに重過失があったとしても，本件保険金の支

払により参加人ａらの本来的負担割合の全額が填補され，参加人ａらに対す

る求償権は存在しないか，残存するとしても僅少額である上に，諸般の事情

を総合的に考慮すると，参加人ａらに対する求償権は相当程度制限されるた

め，求償権を行使しないこととしたものであり，このような判断には合理性

が認められる。 

したがって，被告に求償権の行使を違法に怠っている事実があるとはいえ

ない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前記前提事実のほか，証拠（後掲の各証拠のほか，全体につき甲１，３，甲

前４，乙３ないし５，１５，証人ｄ，証人ａ）及び弁論の全趣旨によれば，以

下の事実が認められ，これに反する証拠は採用できない。 

⑴ 剣道部は，平成２１年８月１０日から同月１３日まで，４日間の夏合宿を
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行い，同月１４日から同月１６日までを休養日として，翌１７日に練習を再

開することとなっていた（甲３，乙前Ｂ３，乙３，証人ｄ，証人ａ）。 

  ところが，部員にインフルエンザ罹患の可能性が判明したことから，同月

１８日から同月２０日まで部員全員が自宅待機となった（甲前４，乙３，証

人ａ）。 

  同月２１日より練習が再開されたものの，この日は，参加人ａらの立会い

はなく，ｃが参加人ａから受けていた指示に従って，午後３時から午後５時

までの間，部員のみによる自主練習が行われた（甲前４）。 

  なお，剣道部の男子部員は，同月３０日開催の秋季高校剣道大会に出場予

定であった（甲前４）。 

⑵ 本件当日，剣道場において，午前９時より練習を開始した。当日の練習参

加者は，ｃを含む部員ら８名（うち女子２名）と，顧問である参加人ａ，さら

に１５分ほど遅れて参加した副顧問のｂであった。本件当時，剣道場の出入

口の戸及び全ての窓を全開にした上で，剣道場の壁際に設置した大型扇風機

３台を最大風量，首振りで稼働させていた。 

部員らは，体操，素振り及び足さばきを行い，午前９時３０分頃からは，前

進，後退等の足運びの練習を行ったが，これらは胴と垂れを着けるが防具（面）

を付けずに行われるものであった。 

その後，部員らは，午前９時５５分頃から午前１０時２５分頃までの間，参

加人ａの指示で休憩を取ることとなり，ｃもスポーツドリンクを飲んだ（甲

前４，乙３，乙４，証人ａ）。 

  ⑶ 午前１０時２５分頃，練習が再開され，参加人ａは，部員らに防具（面）

を付けさせ，大きく行う面打ち，大きくゆっくり行う切り返し，大きく速く

行う切り返し，一息の切り返し（息継ぎをせずに行う切り返し）といった練

習を行わせたが，その途中，適宜，練習を中断させ，指導を行うことがあっ

た（甲前４，甲３，証人ａ）。 
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参加人ａは，上記のように，一息の切り返しにおいては，息継ぎをせずに

行わなければならないところ，ｃが息継ぎをしているなどとして，注意，指

導し，ｃにのみ何度か一息の切り返しの練習を追加して行わせ，集合させた

他の部員７名にその合否を判定させることとした（甲前１７，甲前４５，乙

３，証人ａ）。そして，参加人ａは，２年生の男子部員１名が合格とする判定

をしたのに対し，見極めが甘いとしてその判定を撤回させるとともに，その

頃，座っていたパイプ椅子を床に向かって投げるなどした（甲前１４，証人

ａ）。 

 ⑷ そして，午前１１時頃から打ち込み稽古が行われた。   

打ち込み稽古は，まず，１対１（打つ側４人，元立ち４人。「元立ち」とは

打ち込み稽古の受け手を指す。）で行う４人元立ちによるものから開始したが，

参加人ａは，その途中，ｃの発声に問題があるとして集合をかけ，その際，

ｃの面の突き垂れを上げ，ｃの顎の近辺を叩くなどした（甲前１７，甲３，

乙前甲１５，乙３，乙５）。 

その後，打ち込み稽古は，５対３（打つ側５人，元立ち３人）で行う３人

元立ちによるものとなり，その後，６対２（打つ側６人，元立ち２人）で行う

２人元立ち（女子部員２人が元立ち）によるものになった（甲前４）。このよ

うな打ち込み稽古の途中，体調不良を訴え，嘔吐しにトイレに行く者もいる

など，少なくとも，部員らが認識し得る程度の体調不良者がｃ以外に２名い

た（甲前１４，甲前１７，甲前１８，甲前２０，甲前４５，乙前甲１５，乙前

甲１６）。 

そして，２人元立ちの打ち込み稽古の終わり頃には，有効打突を取って合

格と判定された部員からその稽古を終えるということになり，ｃを含む残っ

た３名の部員が打つ側となる，３対１（打つ側３人，元立ち１人）で行う１

人元立ちによる打ち込み稽古に至った（乙３）。そして，ｃ以外の２人も数回

程度打ち込みを行う間に合格し，最終的にｃ１人が残り，参加人ａは他の部
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員らにその合否を判定させたが，合格と判定されず，そのため，ｃは，他の

部員よりも数回多くの打ち込み稽古をすることとなった（甲前４，甲前１４，

甲前１７，甲前２０，甲３，乙前甲１６，乙４，乙５，証人ｄ）。 

ｃは，その打ち込み稽古における最後の面打ちについて，小技でしなけれ

ばならないところを大技で，かつ元立ちをしていた女子部員が頭を押さえる

程の強い力で打ち込んだ（乙３，証人ｄ，証人ａ）。そして，このように面打

ちが大技になったため合格と判定されなかったところ，ｃは，再度，打ち込

みを行うため，打ち込み開始場所に戻った際，参加人ａに対し，「もう無理で

す。」などと述べた。これに対し，参加人ａは，「何言いよんのか。お前はキャ

プテンだろうが，お前の目標は何だ。」などと問いかけたところ，ｃは，「大

分県制覇です。」「俺ならできる。」などと答え，練習を継続することになった

（甲前４，甲３，乙３，証人ａ）。 

そして，元立ちが女子部員から２年生の男子部員に交代し，元立ちが先に

発声したのに対し，ｃは発声を返さなかったため，元立ちが発声をするよう

促し，ｃの竹刀を払ったところ，ｃは竹刀を落とした。しかし，ｃは，そのこ

とに気が付かないまま，竹刀を構える仕草を続ける行動をし，他の部員らが

注意してもｃはこれに気が付かなかった（甲前４，甲前１４，甲前１７，甲

前１８，甲前２０，甲３，乙前甲１５，乙前甲１６，乙４，証人ｄ）。このよ

うなｃの行動は，自らの行動を正常に把握できず，また，周囲からの注意や

呼びかけに対しても正常に応答ができなくなるなど，意識が朦朧としている

ものといえ，このような症状は，熱射病（重度の熱中症）に起因する意識障

害の発現ということができる（甲１，弁論の全趣旨）。 

これに対し，参加人ａは，「演技じゃろうが。」などと述べながら，ｃの右

横腹付近を前蹴りし，ｃは，一旦は踏みとどまったものの，ふらついて倒れ

た。他の部員がｃに対しコップで水を掛けると，ｃは，面や胴をはぎとるよ

うに外すとともに，自らの太腿付近を両手で叩き始めた（甲前４，甲前１４，
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甲前１７，甲前１８，甲前２０，甲前４５，乙前甲１５，乙前甲１６，乙４，

証人ｄ，証人ａ）。 

参加人ａが，ｃの頬を叩き，ｃは再び立ち上がったが，ｃは，ふらふらと

剣道場内の女子部室の方へ歩いていき，壁に額を打ち付けて倒れた（甲前４，

甲前１４，甲前１７，甲前２０，乙前甲１５，乙前甲１６）。この時，ｃは頭

部から出血する傷を負った。 

参加人ａは，倒れたｃの上にまたがり，駆け寄ってきたｂに対し，「ｂ先生，

これは演技じゃけん，心配せんでいい。」，「これが熱中症の症状じゃないこと

は俺は知っている。」「演技じゃろうが。」などと述べながら，往復ビンタのよ

うに１０回程度ｃの頬を平手打ちした（甲前４，甲前１４，甲前２０，乙前

甲１５，乙前甲１６，乙前Ｃ４，乙５，証人ｄ）。なお，この時点で，午前１

１時５５分頃となっており，練習再開から１時間半程度は経過していた（甲

前４，乙５）。 

⑸ 参加人ａは，他の部員らの練習を終了させるとともに，ｂや部員らと協力

し，ｃに水分を摂らせ，頭部の傷を拭き，応急措置として保冷剤でｃの額，

頸部，脇の下，腿の付け根を冷やすとともに，大型扇風機をｃに近づけて，

風を当てたりした。しかし，その後，ｃは，飲ませたものを吐き出すなど嘔

吐し，参加人ａが「おまえもう無理なんか。」「救急車呼ぶんか。」などと声を

かけたのに対しても，応じなかった。参加人ａは，ｃのそのような様子を見

て，午後０時１９分頃，救急車の出動を要請し，午後０時２４分頃，救急車

が竹田高校に到着した。ｃは救急車に乗せられ，参加人ａもこれに同乗した

（甲前４，乙前甲１５，乙４）。   

竹田消防署の救急出動記録票には，救急車搬入当時のｃの状態について，

傷病の程度として重症の熱中症であると記載されている（甲前１２の１，２）。 

⑹ なお，本件当日の竹田市の気温は，午前１０時１０分の時点で３０度に達

し，午後１時頃まで，３０度前後で推移しており，剣道場の環境等からすれ
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ば，剣道場内の気温はそれ以上に達していた可能性がある（甲１）。 

２ 争点⑴（参加人ａらにｃの死亡に対する重過失があったか）について 

 ⑴ 参加人ａについて 

ア 後掲各証拠及び弁論の全趣旨によると，文部科学省による平成２１年６

月２６日付けの「熱中症事故等の防止について（依頼）」と題する文書（甲

前１０の２）などにおいて，学校管理下における熱中症事故を防止するよ

う要請されていたことを受け，竹田高校では，同月２９日，職員朝礼の際，

「熱中症対策（部活生指導）」と題する書面（甲前１１の２）を教員らに配

布しており，同書面には，熱中症が発生する機序，熱中症の種類，対策，

熱中症になりやすい関連条件，熱中症の症状に関する記載がなされ，その

中に，「足がもつれる・ふらつく・転倒する，突然座り込む・立ち上がれな

い，応答が鈍い，意識がもうろうとしている，言動が不自然など少しでも

意識障害ある場合には，熱射病を疑う」，その場合には，すぐに救急車を要

請し，同時に救急車到着までの間，積極的に体を冷やすなどの応急手当を

行うこととされ，迅速に体温を下げることができれば，救命率が上がるな

どと記載されていること，参加人ａは，その書面を受領し，内容を把握し

た上，後日，剣道場にも貼付し，部員に対し，気温が高い場合には，剣道

場ではなく，風通しのよい体育館へ移動して可能な練習を行うか，練習自

体を中止する旨告げるなどしていたこと（甲３，証人ｄ，証人ａ），また，

参加人ａが保健体育の教員として使用していた「現代保健体育」という教

科書にも熱中症に関する記載があり，熱射病は，熱が体外へうまく放出さ

れないために体温の上昇が激しく，意識障害を生じ，早急に手当をしなけ

れば，多臓器障害が生じ，生命が危険な症状に至るとされ，熱射病とは判

断できない場合であっても，様子がおかしいと感じたら，医療機関へ運ぶ

ようにすべきと記載されており，その内容について参加人ａは認識してい

たこと（甲前６，証人ａ），また，剣道は，身体から発生する熱の拡散を妨
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げる防具を着て運動する競技であり，暑熱環境下での運動によって体温が

異常に上昇すること，汗により身体の水分と塩分が失われることという２

つの熱中症の発症原因が増強されるため，熱中症が起こりやすい競技特性

を有しており，室内競技において最も熱中症の事故が多く，本件事故時ま

でにも全国で熱中症による死亡事故も発生していたこと，そのため，全日

本剣道連盟は，平成１７年に，剣道競技における熱中症の発症予防のため

の提言を公表していたこと（甲前２４），参加人ａは，剣道の段位７段の有

段者であり，指導歴も豊富であり，夏場の剣道の稽古が非常に暑い環境下

で行われることを当然に認識しており，以前の教え子の中にも熱中症によ

り病院に搬送される者もいたこと（乙４，証人ａ），参加人ａは，剣道部の

顧問として，体育協会や教育委員会主催の熱中症対策講習会に出席し研修

を受けるなどしていたこと（甲前４），以上の事実が認められる。 

    このように，参加人ａは，剣道部の指導者として求められる熱中症に関

する知識等を十分に有していたといえる上に，本件事故の２か月前に部活

動における生徒の熱中症について教員に対する注意喚起がなされていたこ

となどの事情からすると，熱中症・熱射病の危険性，熱射病を疑うべき症

状，さらには熱射病が疑われる事態が生じた場合に求められる処置につい

て，正確な理解が求められてしかるべき立場にあったというべきである。 

イ しかるに，前記認定事実等によると，参加人ａは，本件当日，練習に立

ち会い，剣道場内の温度や湿度について当然認識していたこと，その日の

練習の進行順序を決定するなどその全体を把握し，ｃに他の部員よりも多

く打ち込み稽古などをさせていることなどから，ｃの運動量や疲労度につ

いても容易に推察することができたこと，そうした中，練習再開から休憩

もなく１時間以上経過した状況で，ｃが「もう無理です。」などと述べ，そ

の後，元立ちの発声にも返答せず，竹刀を落としたのにこれに気が付かず

に竹刀を構える仕草を続け，他の部員が注意しても気が付かないことも認
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識していた。そして，このようなｃの行動は，上記のとおり，自らの行動

を正常に把握できず，また，周囲からの注意や呼びかけに対しても正常に

応答ができなくなるなど，意識が朦朧としているものといえ，上記アのと

おり，参加人ａにおいても認識していた，熱射病（重度の熱中症）に起因

する意識障害の発現ということができ，直ちに医療機関に搬送し，迅速に

冷却措置を実施しなければ，死亡する危険が高いといえる状態に至ってい

たといえる。 

このような本件事故当時の状況等に加え，上記アのとおり参加人ａが有

しており，また有することが求められていた知識等からすれば，参加人ａ

は，遅くとも，ｃが竹刀を落としたのにこれに気が付かずに竹刀を構える

仕草を続けるという行動をとった時点において，ｃの行動が熱射病に起因

する意識障害の発現としての異常行動であること，ひいては放置すれば死

亡する危険が高いことを容易に認識し得たといえる。 

 この点，参加人ａは，これまでにもｃがまだ続けることができる状態に

あるのに「もう無理です。」と発言することがあったこと，本件当日におけ

るｃの様子等からすると，上記のように竹刀を構えたような仕草について

も，気持ちの弱さから練習をやめたいがために行う演技であると思ったと

し，それが熱射病に起因する意識障害の発現としての異常行動であると認

識することはできなかった旨述べている。しかしながら，証拠（甲前４，

甲前１４，甲前１７，甲前４４，甲前４５，甲３，乙５，乙前甲１５，乙

前Ｃ４）及び弁論の全趣旨によると，ｂや他の部員らは，これまでのｃの

言動や本件当日のｃの様子等を参加人ａと一緒に見ていたが，ｃが上記の

ような竹刀を構えたような仕草をした時点において，ｃの様子が異常であ

ると認識していたと認められるのであって，関係各証拠に照らしてみても，

参加人ａにおいてのみ，このような状態を認識し得なかったとはいえない。 

そうすると，参加人ａには，遅くとも，ｃが竹刀を落としたのにこれに
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気が付かずに竹刀を構える仕草を続けるという行動を取った時点において，

ｃについて直ちに練習を中止させ，救急車の出動を要請するなどして医療

機関へ搬送し，それまでの応急措置として適切な冷却措置を取るべき注意

義務があったと認められる。 

ウ にもかかわらず，前記認定事実によると，参加人ａは，ｃが竹刀を落と

したのにこれに気が付かずに竹刀を構える仕草を続けるといった行動を取

った時点において，ｃの行動が熱射病に起因する意識障害の発現としての

異常行動であることを容易に認識することができたのに，指導に熱中し，

自身の経験を過信して，それを熱射病の症状と疑うこともなく，何ら合理

的な理由もないのに，安易に演技であると決めつけ，練習を継続させ，救

急車の出動要請までの時間をいたずらに浪費したものであり，直ちに，ｃ

について練習を中止させることをせず，また，直ちに，医療機関へ搬送す

ることも応急措置として適切な冷却措置を取ることもなかった。 

 それに加えて，前記認定事実によると，参加人ａは，上記のように意識

障害の発現としての異常行動を示していたｃに対し，あろうことか，「演技

するな。」などと述べながら，ｃの右横腹部分を前蹴りし，ふらつき倒れた

ｃの頬を叩き，さらに，立ち上がったものの壁に額を打ち付けて出血し，

再び倒れたｃに対し，その身体の上にまたがり，「演技じゃろうが。」など

と言いながら，１０回程度，その頬を平手打ちにしているのであり，その

後，ようやく練習を終了させ，ｃに水分を取らせ，午前１１時５５分頃か

ら，応急措置として保冷剤で冷やすとともに，大型扇風機をｃに近付かせ

るなどしていたものの，しばらくした後，ｃが嘔吐するなどした様子を見

て，午後０時１９分頃になってようやく救急車の出動を要請したというの

である。このように参加人ａは，熱射病を疑わせる症状が次々とみられ，

体温を下げることができずに時間が経過すれば，死亡する危険が高いとい

える状態に至っていたｃに対し，その症状を正確に把握せず，直ちに体温



 23

を下げるため適切な措置を取らなかったばかりか，その全身状態を悪化さ

せるような不適切な行為にまで及んでいるのである。参加人ａは，前蹴り

をしたり，再度倒れたｃの身体の上にまたがり，その頬を平手打ちした意

図について，気付けであるとか，疲れていて気持ちが気弱になっていたの

で，奮い立たせるつもりであった旨述べているが，既に熱射病の症状であ

る意識障害を生じているｃに対して，体温を下げるために何ら有効なもの

ではなく，疲労など体調の悪さが体温調整機能を低下させること（甲前７・

４７頁）などからすれば，その行為はｃの全身状態を悪化させるだけの不

適切なものというほかない。 

 このように参加人ａの行為は，自らの職務上の立場において負うべき注

意義務の内容に照らせば，わずかな注意を払えば，ｃの行動が演技ではな

く，熱射病に起因する意識障害の発現としての異常行動であること，ひい

ては放置すれば死亡する危険が高いことを容易に認識し得たのであるから，

ｃについて直ちに練習を中止させ，救急車の出動を要請するなどして医療

機関へ搬送し，それまでの応急措置として適切な冷却措置を取るべき注意

義務があったにもかかわらず，単にその注意義務を怠ったにとどまらず，

ｃの全身状態を悪化させるような不適切な行為にまで及んでいるのである

から，その注意義務違反の程度は重大であり，その注意を甚だしく欠いた

ものということができる。 

エ この点，被告は，求償関係における公務員の重過失は，当該公務員の個

別の行為を基準とした上で，その後の第三者の過失行為と，それによる拡

大損害の発生について，公務員に予見可能性があったかどうか，また，当

該公務員の行為と結果との間に相当因果関係があるかどうかが個別に判断

されなければならない旨主張する。しかしながら，国家賠償法１条２項は，

公務員個人に対する求償が，公務員を委縮させ，公務の果断な執行の障害

となるおそれがあるとの弊害を踏まえ，過失責任の場合の求償には過失の
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重大性という要件の限定を付しているものと解されるが，そうであるから

といって，過失の判断の前提となる予見可能性の対象や相当因果関係の判

断が異なることとなる理由はなく，上記のような趣旨を踏まえた上で，注

意義務違反の程度が著しいものといえるかといった観点から判断すれば足

りるというべきであり，被告の主張は独自の見解に基づくものであって採

用できない。 

被告は，参加人ａの行為の後，ｅ医師の医療上の過失という新たな過失

行為が介在することにより，それまでは存在していたｃの救命可能性が失

われ，ｃの死亡という結果が発生していることをもって，参加人ａにおい

て，ｃの死亡という結果を容易に予見できなかった旨繰り返し主張してい

る。しかしながら，上記のとおり，参加人ａは，遅くとも，ｃが竹刀を落

としたのにこれに気が付かずに竹刀を構える仕草を続けるという行動を取

った時点において，ｃの行動が熱射病に起因する意識障害の発現としての

異常行動であること，ひいては放置すれば死亡する危険が高いことを容易

に認識し得たといえるのであり，熱射病による死亡という結果についての

予見可能性が否定されることはない。被告の主張は，結局のところ，参加

人ａの行為後の具体的な因果の経過についてまで予見可能性を必要とする

ものであるが，公務員に対する求償の場面において，そのような経過につ

いての予見可能性を必要とされるものではないことは前記のとおりである。 

オ 以上からすれば，参加人ａは，ｃの死亡について重過失があったといえ

る。 

⑵ ｂについて 

 ア 上記認定事実に加え，後掲各証拠（甲１，乙前Ｃ４，乙５）及び弁論の

全趣旨によれば，ｂは，本件事故の約２か月前の平成２１年６月２９日，

竹田高校から「熱中症対策（部活生指導）」と題する書面（甲前１１の２）

を受領し，その内容を把握していたこと，また，剣道の段位５段の有段者
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であり，夏場の剣道の稽古が非常に暑い環境下で行われることを当然に認

識しており，さらに，本件当時，剣道場において練習に立ち会い，剣道場

内の温度や湿度，ｃの運動量や疲労度についても把握することができ，そ

うした中，練習再開から１時間以上経過した状況下で，ｃが「もう無理で

す。」などと述べ，その後，元立ちの発声にも返答せず，竹刀を落としたの

にこれに気が付かずに竹刀を構える仕草を続け，他の部員が注意しても気

が付かなかったことも認識しており，これらのことからｃの状態が異常で

あることを認識していたというのである。 

このような本件事故当時の状況等に加え，上記のようなｂが有していた

はずの知識等からすれば，ｂにおいても，遅くとも，ｃが竹刀を落とした

のにこれに気が付かずに竹刀を構える仕草を続けるという行動を取った時

点において，ｃの行動が熱射病に起因する意識障害の発現としての異常行

動であること，ひいては放置すれば死亡する危険が高いことを認識し得た

といえる。 

そうすると，ｂは，遅くとも，ｃが竹刀を落としたのにこれに気が付か

ずに竹刀を構える仕草を続けるという行動を取った時点において，参加人

ａが練習を継続するのを制止するなどして直ちに練習を中止させ，救急車

の出動を要請するなどして医療機関へ搬送し，それまでの応急措置として

適切な冷却措置を取るべき注意義務があったと認められるところ，前記認

定事実によると，ｂは，参加人ａが練習を継続するのを制止するなどの措

置を取っておらず，ｃが倒れるに至っても，参加人ａ同様に，直ちに救急

車の出動を要請するなどの措置を取っていないのであるから，上記注意義

務に違反した過失がある。 

イ しかしながら，ｂは，顧問である参加人ａを補佐する立場にあり，練習

計画などは全て参加人ａが決定していたこと（甲３，乙４，乙５），剣道部

の練習に参加する回数も限られていたこと（乙４，５）等関係各証拠から
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窺われるｂの立場や参加人ａとの関係性からすれば，ｂは，顧問である参

加人ａの意向に反することは困難なものであったといえ，加えて，前記認

定事実によると，ｂは，本件当日，壁に頭を打ち付けて倒れたｃに駆け寄

った際，参加人ａから「ｂ先生，これは演技じゃけん，心配せんでいい。」，

「これが熱中症の症状じゃないことは俺は知っている。」などと制止された

ため，すぐに救急車の出動を要請するなどの措置を講じなかったこと，参

加人ａにみられるようなｃの全身状態を悪化させるような不適切な行為に

は及んでいないことが認められ，これらの事実関係等からすれば，ｂにつ

いて，その職務上の立場において負うべき注意義務の内容に照らしても，

その注意義務違反の程度が重大であり，その注意を甚だしく欠いたものと

までは認められない。 

ウ 以上からすると，ｂは，ｃの死亡について重過失があるとはいえない。 

３ 争点⑵（本件保険金の充当による求償権の有無ないし範囲）について 

⑴ 地方自治法２４２条の２第１項４号に基づく住民訴訟において，住民が請

求することを求める対象となる，怠る事実に係る相手方に対する損害賠償請

求権は，民法その他の私法上の損害賠償請求権と異なるところはないという

べきであるから，損害の有無，その額については，損益相殺が問題になる場

合はこれを行った上で確定すべきものであり，同項３号に基づく住民訴訟に

おいて，その怠る事実の違法確認の請求をする場合も同様である。したがっ

て，財務会計上の行為により普通地方公共団体に損害が生じたとしても，他

方，その行為の結果，その地方公共団体が利益を得，あるいは支出を免れる

ことによって利得をしている場合には，損益相殺の可否については，両者の

間に相当因果関係があると認められる限りは，これを行うことができる（最

高裁平成６年１２月２０日第三小法廷判決・民集４８巻８号１６７６頁（平

成１４年法律第４号による改正前の地方自治法２４２条の２第１項４号に関

するもの）等参照）。 
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前記前提事実によると，県は，本件事故により本件供託金２７５５万６５

１９円を支出するという損害を被った一方で，これにより，当時加入してい

た本件保険から，免責金額２００万円を控除した本件保険金２５５５万６５

１９円を収納していること，本件保険は，教育活動実施中の事故等に起因す

る損害賠償金等の財政負担を填補することを目的とした保険であることが認

められるから，本件供託金の支出と本件保険金の収入との間には相当因果関

係があるといえ，損益相殺の対象となるというべきである。 

そうすると，本件供託に伴う県の実質的負担額は，本件供託金から本件保

険金を控除した２００万円にとどまり，求償権の上限は２００万円となると

いうべきである。 

⑵ 被告は，本件保険金を参加人ａの本来的な負担部分に優先的に充当するこ

とができることを前提に，本件保険金によって参加人ａの本来的な負担部分

に対応する額は全て填補されたことになるとして，県の参加人ａに対する求

償権は存在しない旨主張し，本件事故が教育活動の一環として行われたこと

等の事情を踏まえれば，県においても本件事故による損害について一定の負

担をするのが相当であるから，財産管理に関する行政裁量として上記のよう

な優先的な充当方法も許容されるべきである旨主張する。 

しかしながら，そのような行政裁量があることを基礎付ける財務会計法規

上の根拠規定は存在せず，被告の主張は，県に固有の過失が存在しないとい

うにもかかわらず，根拠不明な行政裁量を理由に，適正な求償権行使を控え

るものといわざるを得ない。被告が主張する諸般の事情は，後述の信義則に

よる求償権の制限の問題として考慮すれば足りるのであって，上記のような

参加人ａの本来的な負担部分に優先的に充当する取扱いを正当化する根拠に

はならないというべきである。 

したがって，被告の上記主張は，本件保険金を参加人ａの本来的な負担部

分に優先的に充当することができるとの前提自体が独自の見解に基づくもの
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であり，採用できない。 

４ 争点⑶（求償権の信義則による制限の可否）について 

⑴ 国又は公共団体は，公権力の行使に当たる公務員がその職務を行うについ

てなした加害行為によって，国家賠償法１条１項により損害賠償責任を負う場

合において，当該公務員に故意又は重大な過失がある場合には，当該公務員に

対して求償権を有する（国家賠償法１条２項）が，公務の遂行を通じて公権力

の行使という行政目的を達していることなどに照らせば，生じた損害の全額を

直ちに求償できることにはならず，その公務の性格，規模，施設の状況，当該

公務員の業務の内容，勤務条件，勤務態度，加害行為の態様，加害行為の予防

もしくは損失の分配についての国又は公共団体の配慮の程度その他諸般の事

情に照らし，損害の公平な分担という見地から信義則上相当と認められる限度

においてのみ，当該公務員に対し求償の請求をすることができるものと解する

のが相当である。 

⑵ 証拠（乙１１ないし１３）及び弁論の全趣旨によれば，本件事故当時の高等

学校の学習指導要領において，部活動について学校教育の一環として教育課

程との関連が図られるよう留意することを明記されるなど，部活動の顧問と

しての活動が教員の本務であると位置づけられていたものの，部活動の顧問

としての指導は，放課後や，土日等，基本的に正規の勤務時間（７時間４５

分）外に及んで実施されるという実態がありながら，部活動指導のための時

間外勤務を命ずることはできないとされていること，教員の勤務態様の特殊

性を踏まえた教職調整額や土日等の部活動指導に限って支給される教員特殊

業務手当（部活手当）等を踏まえても，その金額は僅少であり，勤務時間外に

顧問として活動することに伴う負担を十分に填補されているとまではいえな

いことなど，勤務時間外に及ぶ部活動の指導は，各教員のボランタリーな勤

務という取扱いにならざるを得ないが，部活動をしたいという生徒の要望に

応えたいとの教員の熱意と献身的な努力によって支えられていると認められ
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る。 

また，前記認定事実のほか，証拠（甲前４，甲１，３，乙前Ａ１１，乙前

Ｂ４，乙前Ｃ１ないし３，乙３）及び弁論の全趣旨によると，参加人ａは，本

件事故のあった平成２１年の４月に竹田高校に赴任し，部活動である剣道部

の指導を行っていたところ，その練習は放課後だけでなく，土日のいずれも

行うことが多く，熱意をもって剣道部の指導に当たっており，本件当日まで

の指導の姿勢に大きな問題点があったとまではいえず，少なくとも学校側か

らその部活動の指導の姿勢等について明確に注意されていたといった事情は

窺われないこと，本件事故当時，竹田高校の剣道場の施設状況として，その

北側に玄関，西側に出入口と開閉可能な窓，東側にも開閉可能な窓があるも

のの，風通しはよくないこと，夏場においては，非常に暑い環境下で行われ

るため，出入口の窓を全開にした上で，壁際に設置された大型扇風機３台を

使用していたものの，それでも剣道場内の湿度は胴衣等を干しても乾かない

程度に高いこともあったこと，参加人ａは，本件事故当時までに，部員らに

対し，塩分補給や水分補給について注意を促したり，大型扇風機１台や１０ℓ

入りのタンクを自費で購入したり，学校側に網戸の設置を依頼したり，ある

いは，休憩時間を長めに取るようにしたりするなど夏場の練習時の事故防止

のための対策をしていたことが認められる。 

そして，前記認定事実のほか，証拠（甲１，４，乙３，証人ｄ，証人ａ）

及び弁論の全趣旨によれば，本件事故は参加人ａの職務遂行の過程において

生じたものであり，確かに，参加人ａには重大な過失があるといわざるを得

ないが，本件事故は，参加人ａにおいて，主将であり部員の中で唯一段位３

段を有していたｃに対する期待等とも相まって，指導に熱中する余り許容限

度を超える指導を行う中で生じたものとみられ，そのような指導が行われて

いた中で，その場に立ち会っており，参加人ａを制止すべき立場にあった副

顧問であるｂにおいても参加人ａを制止しなかったという状況も認められる。 
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以上のような諸事情等に照らすと，損害の公平な分担という見地から信義

則上，県は，損益相殺後残存する損害額２００万円の２分の１の限度におい

てのみ，参加人ａに求償を請求することができるとするのが相当である。 

５ 争点⑷（怠る事実の違法性の有無）について 

 ⑴ 地方公共団体が有する債権の管理について定める地方自治法２４０条，地

方自治法施行令１７１条から１７１条の７までの規定によれば，客観的に存

在する債権を理由もなく放置したり免除したりすることは許されず，原則と

して，地方公共団体の長にその行使又は不行使についての裁量はない（最高

裁平成１６年４月２３日第二小法廷判決・民集５８巻４号８９２頁参照）。 

   この点，国家賠償法１条２項に基づく求償権は，不法行為に基づく損害賠

償請求権と同様に，債権の存否自体が必ずしも明らかでない場合が多いこと

からすると，その不行使が違法な怠る事実に当たるというためには，少なく

とも，客観的にみて求償権の発生を認定するに足りる証拠資料を地方公共団

体の長が入手し，又は入手し得たことを要するものというべきである（最高

裁平成２１年４月２８日第三小法廷判決・裁判集民事２３０号６０９頁参

照）。しかるに，本件において，前訴判決は，前記判示と同様に，参加人ａは，

遅くとも，ｃが竹刀を落としたのにこれに気が付かず竹刀を構える仕草を続

けるという行動を取った時点において，ｃが異常な行動を取っていること，

さらにはｃが熱射病を発症したことについて容易に認識し得たというとい

うべきであるとし，この時点で，直ちに練習を中止させ，救急車の出動を要

請するなどして医療機関へ搬送し，それまでの応急措置として適切な冷却措

置を取るべき注意義務があったにもかかわらず，参加人ａにおいては，ｃに

意識障害が生じた後も，打ち込み稽古を続けさせ，その後にｃがふらふらと

歩いて壁に額を打ち付けて倒れた際にも，それがｃによる「演技」であると

して何らの措置も取らず，救急車の出動を要請するなどして直ちに医療機関

へ搬送する措置を怠った点において過失があるなどといった認定判断をし
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た上で，県に対する損害賠償請求を一部認容するものであり，前訴判決当時

から県の知事であった被告は，前訴判決及び前訴において提出された証拠を

入手していたとみられ，少なくとも容易に入手することができたものである。

そして，前訴に提出されたとみられる証拠や前訴判決等からすれば，客観的

に見て参加人ａに重過失があり，求償権の発生を認めることは可能であるか

ら，遅くとも本件訴訟が提起された時点までには，被告において，求償権を

行使することにつき，格別の支障がなかったものといえる。 

他方において，そのような証拠資料を入手し，又は入手し得たと認められ

る場合であっても，地方公共団体の長において，求償権を行使せず，その行

使を見合わせることとした判断に合理性があると認められるような例外的な

場合には，違法な怠る事実があるとはいえないとする余地はあるというべき

である。 

この点，被告は，本件において，参加人ａの行為と，ｃの死亡という結果

発生についての予見可能性や因果関係を検討した上で，参加人ａに重過失が

あったと認めることはできないとして，求償権の行使はできないと判断した

ものであり，このような判断には合理性が認められる旨主張する。しかしな

がら，前記のとおり，前訴に提出されたとみられる証拠や前訴判決等からす

れば，客観的にみて参加人ａに重過失があると認めることは可能であり，そ

のような判断に合理性がないことは明らかである。 

また，被告は，仮に参加人ａに重過失があったとしても，本件保険金の支

払により参加人ａの本来的負担割合の全額が填補され，参加人ａに対する求

償権は存在しないか，残存するとしても僅少額である上に，諸般の事情を総

合的に考慮すると，参加人ａに対する求償権は相当程度制限されるため，求

償権を行使しないこととしたものであり，このような判断には合理性がある

旨主張する。しかしながら，前記のとおり，本件保険金の支払により上記本

来的負担割合の全額が優先的に填補されるとの前提自体が誤っており，また，
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本件保険金により残存する損害額２００万円が僅少であるとはいえず，さら

に，信義則上の求償権の制限の観点から，参加人ａに対して発生している求

償権を全く行使しないという判断をしたとの主張についても，そのような判

断に合理性があることについて十分な主張立証はされておらず，その合理性

を裏付ける事情も認められない。 

そして，他に求償権を行使せず，その行使を見合わせることとした被告の

判断に合理性があると認めるに足りるような例外的な事情は認められない。 

⑵ 以上からすれば，被告において，参加人ａに対する求償権行使を違法に怠

っている事実があるといえる。 

６ 結論 

以上の次第で，原告らが，被告に対し，参加人ａらに対する求償権を行使し

ないことの違法確認を求める訴え（前記第１の１）は，被告に対し，参加人ａ

に対する１００万円及びこれに対する平成２５年５月２日から支払済みまで

民法所定の年５分の遅延損害金の請求権を行使しないことの違法確認を求め

る限度で理由があるからこれを認容し，また，原告らが，被告に対し，参加人

ａらに対する求償権を行使するよう求める訴え（前記第１の２）は，被告に対

し，参加人ａに対する上記請求権に係る支払の請求をすることを求める限度で

理由があるからこれを認容し（なお，後者の訴えが前者の訴えに併合提起され

ていることにより，前者の訴えが不適法な訴えとなるものと解すべきではない

ことにつき，最高裁平成１３年１２月１３日第一小法廷判決・民集５５巻７号

１５００頁（平成１４年法律第４号による改正前の地方自治法２４２条の２第

１項４号に関するもの）等参照），その余の各請求はいずれも理由がないから棄

却することとして，主文のとおり判決する。 
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